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議事録 
No．1 

面談・視察日時 2008年7月22日（火）13時30分～14時30分 

訪問先 上ナイル州保健局 

面談者 先方：Dr. Garang Kur Apiu: Acting Director General （DG） of SMOH of Upper Nile 

            State 

Dr. Stanley Y. Ambajoro: Director General （DG） of Health Resource 

             Department, MOH-GOSS（Gov. of Southern Sudan）

当方：杉下団長、阿久津団員、増井団員、渡慶次団員、川尻団員（別件調査）

面談要約（敬称は省略）： 

1．ジュバより保健省人材育成局長が会議に出席し、今回の調査の経緯と同州保健局訪問の目的

の説明 

2．杉下団長より、訪問承諾のお礼と人材育成機関及び保健医療機関の視察・訪問の依頼 

3．Acting Director GeneralのDr. Garangより、同州における保健分野の現状は下記のとおり。 

・同州での保健医療分野の課題として、①保健人材の不足、②保健医療機関での機材の不備をあ

げられる。 

・レファラルシステムとして、三次レベルのマラカル教育病院、二次レベルの州病院、郡病院、

一次レベルのPHCC及びPHCU（正確な数は不明）がある。現場では、医師不足が深刻であり、

二次レベルの医療機関に専門医が不在の状況にある。 

・保健医療従事者数は現在、情報システムのなかでデータを収集中であり、詳細は不明である。 

4．同州における保健人材育成の現状は下記のとおり。 

・医学部がなく、ハルツームに依存している。 

・アラビア語の授業が実施され、英語による授業は難しい。 

・看護師の認定試験が実施されていない。 

・既に現存する助産師は中高年が多く、彼女らの提供できる技量レベルが低く、その多くが読み

書きもできない。 

・同州の人材育成局の専任職員は3人、公衆衛生院の職員3人が兼任している。 

5．南部スーダンの現場で従事している主な保健人材は下記のとおり（Dr. Stanleyの回答より）。 

・医師、看護師、Clinical Officer、Public Health Officer、Nurse Midwife、Community Midwife（CMW）、

Community Health Worker（CHW）、Traditional Birth Attendant（TBA）など。 

 

No．2 

面談・視察日時 2008年7月23日（水）15時00分～15時30分 

訪問先 上ナイル州保健局 

面談者 先方：詳細は後日記載  

当方：杉下団長、阿久津団員、増井団員、渡慶次団員、川尻団員 

面談要約（敬称は省略）： 

 保健医療機関、人材育成機関を視察した後、2日間の調査結果をActing DG兼人材育成局長のDr. 

Garang に報告した。現状として、杉下団長より①施設の不備、②若い人材の不足（人材の高齢化）

２．議事録 
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を指摘した。また、Dr. Stanley からPHCUの職員の掃除人の数11人は多すぎなので、減らして別

の人材を雇用したほうがよいというアドバイスもあった。Dr. Garangはアラビア語での授業を英語

へ移行するにあたって、4ヵ月間の英語学習を入れ、英語での授業を進める計画を立てている。ま

た、保健分野においての今後の課題として、①機材の適所配置、②レファラルシステムの強化、

③電力と水の整備、④道路（雨期には車両が通行できず、外部と遮断される地域がある）を含む

インフラの整備など、をあげている。 

 

No．3 

面談・視察日時 2008年7月23日（水）16時00分～17時00分 

訪問先 マラカルUNICEF事務所 

面談者 先方：面談者リスト参照。  

当方：杉下団長、阿久津団員、増井団員、渡慶次団員、川尻団員 

面談要約（敬称は省略）： 

1．保健人材の現状について: 

・保健人材が都市部に集中し、地方には50歳以上の中高年が多く、若い人材が不足している。地

方に赴任する人材に対して特別報酬（Incentive）の支給が必要である。 

・EPI計画の実施は無給のボランティアに支えられているが、彼らを監督・評価する必要のある郡

保健局の郡メディカルオフィサーが不在の郡がある。 

・保健人材育成を十分に生かすためには、組織強化、インフラの整備、保健人材の意欲向上が必

要であり、どちらが欠けても十分ではない。 

・UNICEFは政府の年間計画に沿って、研修を支援し、UNICEFが独自に実施することはない。 

 政府の年間計画は州レベルにて十分実施されているとはいえない。 

・既に現存する施設を活用して、人材育成をすべきである。新たな建設は必要でない。 

・多くのNGOが独自に研修事業を実施しているので、政府は十分に評価、監督し、あるいは支援

をすべきである。 

2．その他 

・JICAが今後人材育成分野で支援する場合に適切な地域があるかという質問に対して、明確な回

答は得られなかったが、雨期の時期に道路が不通になる地域があり、注意が必要である。 

・UNFPAを介して、3年間、助産師へのDelivery Kitを全国規模で配布した。 

・UNICEFは今後、日本と人材育成分野で協調できることを約束した。 

 

No．4 

面談・視察日時 2008年7月24日（木）16時15分～17時15分 

訪問先 南部スーダン保健省 

面談者 先方：Dr. Monywiir Arop Kuol: Under Secretary, 保健省 

      Dr. Stanley Y. Ambajoro: DG of Health Resource Department, 保健省 

当方：杉下団長、阿久津団員、増井団員、渡慶次団員 

面談要約（敬称は省略）： 

1．Dr. Stanleyより上ナイル州での調査の経緯を説明。 

2．杉下団長より、上ナイル州の調査結果を含めて、これまでの結果を踏まえて、支援の可能性と
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なる下記の3点を提案した。 

  ①保健省から各州レベルへ諸々のシステム等の普及。例：カリキュラムの浸透など 

  ②監督・評価のできるメンターの活用 

  ③日本の無償資金協力を活用しての人材育成を支援するための環境づくり 

3．上記の提案についてDr. Monywiir次官はほぼ賛同した。人材育成は保健分野に限らずすべての

分野で重要である。今、必要であるのは、知識、技術、意欲である。マラカル市などの地方レ

ベルの問題として、道路を含むインフラの問題は大きい。 

4．カリキュラムについて: 

・現在、新カリキュラムが公衆衛生分野を除いてほぼ完成し、Yei、マリリンにてそのカリキュラ

ムを使用してCHWの育成を開始した。 

・首都ジュバにおいては首都である所以からしばらくはCHWの育成はしない。 

5．モデル校の建築 

・次官より総合保健人材育成機関のモデル校整備の提案があり、他の育成機関への模範となり、

外部へのアピールとして最適であるとの意見。 

6．その他 

・団長より、①タスクフォースミーティングとコーチングチームの設置を提案し、次官の賛成を

得た。前者は保健省、州保健局関係者、教育省の関係者、その他の関係者を交えての3ヵ月ご

との会議を実施する。次官によると、異なった分野で同様なタスクフォースミーティングは実

施され、経験済みであるらしい。後者は保健省内に設置し、保健省関係者、学識者、教授法の

専門家、モニタリングの専門家などが人材育成の活動のスーパービジョンを支援するものであ

る。 

・次官よりの、リソースセンター設置の提案に対して、団長はタンザニアでの地方での成功例を

提示した。 

 

No．5 

面談・視察日時 2008年7月25日（金）15時15分～18時00分 

訪問先 保健省、ステークホルダーミーティング 

面談者 先方：保健省、WHO、NGO関係者（詳細は後日）  

当方：宍戸所長、土肥企画調査員、木村専門家、 

杉下団長、阿久津団員、増井団員、渡慶次団員 

面談要約（敬称は省略）： 

 15:00のステークホルダーミーティングの打合せとして、次官と日本側とで保健省が提出した要

請書と今回日本側で提案するプロジェクトのPDMへと移行した内容を説明し、おおむね了解を得

た。 

 南部スーダン側9人、日本側7人の16人交えてのステークホルダーミーティングは、次官がこれ

までの経緯、自己紹介、会議の目的などを説明し、杉下団長が現場の現状分析、プロジェクトの

概要（目的、成果及び活動）について説明した。その後、参加者から下記のようなコメント及び

意見交換等がなされた。 

・JICAが行けない地域があるが、解除できないのか？（保健省人材育成局長）。これに対して、JICA

が行けない地域は保健省自身でカバーしてほしい（団長）。 
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 行ける地域に制限はあるが、状況次第で制限地域は減るものと考える（所長）。 

・活動内容から推察すると、ソフト面の支援しかないようだが、スーダンのインフラは劣悪なの

で、医療機関や人材育成機関の建設などが必要ではないか？ インフラの整備は基礎的なもの

であり、これなくして先に進めることができるのか？ これに対して、enabling environment観点

からインフラの整備は大切であり、その方面の支援も検討するつもりである（団長）。人材育

成の活動を進めながらインフラの整備も検討していく（所長）。 

・病院管理はジュバ教育病院のみが技術支援を受け、より良好な状況になった。ジュバのみに支

援が集中し、マラカル市では専門医が不在である。インフラの整備と医師の研修を進めるべき

である（保健省治療医学局長）。 

・保健人材の職場環境は良好ではない。真面目に働く人が少ない。インフラの問題も大きい。北

部スーダンのオンドゥルマン産婦人科病院への医師の日本研修はそれなりに成果をあげたが、

低いレベルの保健人材も技術向上すべきである。日本での研修に行ける人材はほんの少数であ

り、もっと多くの人材を対象にすべきである（保健省）。これに対して、以前の研修では北部

と南部と同人数が研修を受けていたが、今年は南部のみの研修事業となっている（阿久津団員）。 

・リソースセンターの支援を期待しており、センターの意義は有益である（保健省）。保健人材育

成の分野でのデータ収集、分析及び活用などもプロジェクトのなかでやるとよい（次官）。こ

れに対して、考慮したい提案だが、Capacity Projectのノウハウと協力が必要である（団長）。 

・インフラの整備は是非必要である（Capacity Project）。 

・モデル校の建設をしてほしい（次官）。これに対して、この場で結論は出せない。プロジェクト

を開始し、次第に広げていく（団長）。 

・ソフト面に関して今後日本側と協力して追加、修正をし、プロジェクトの概要を明確にしてい

く（次官）。 

 

 会議終了後、Capacity Projectのメンバーとで、保健人材育成情報システム等について意見交換

した。 

・リソースセンターはジュバ教育病院の一室にCapacity Projectの資金支援を受けてでき、現在パ

ソコン、図書・雑誌などを設置している。パソコンではインターネットが使用でき、病院関係

者なら誰でも使用できる。今後、マラカル教育病院とワウ教育病院にも同様なセンターを立ち

上げ、3病院内インターネットで情報交換ができるようにする予定である。 

 

No．6 

面談・視察日時 2008年7月29日（火）09時15分～10時30分 

訪問先 保健省、ミニッツ協議及びミニッツ署名 

面談者 先方：Dr. Monywiir Arop Kuol: Under Secretary, 保健省  

当方：土肥企画調査員、木村専門家、 

杉下団長、阿久津団員、増井団員、渡慶次団員、川尻団員 

面談要約（敬称は省略）： 

1．ミニッツに関する協議内容及び修正箇所は以下のとおり。 

・税金に関しては政府間合意文書において記載する。今回のミニッツは保健省とJICAとの合意文

書である。 
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・1-4の「minimum」を「optimal」に修正し、「according to priority needs」を追加する。まず、保

健省を優先に支援してほしいとの意見あり。 

・現在の保健省内に専門家のための事務所スペースを設けることは非常に難しく、別棟を建設予

定であり、その1室を考えている。いずれにしても十分に対処するとのこと。 

・プロジェクト実施経費は年々スーダン側の負担（2年目50%、3年目25%）が増えていくことが

望ましい。また、Multi Donor Trust Fund（MDTF）や他ドナーからの支援金は特定の決められた

目的の活動にしか使用できないので、このプロジェクトに使用することはできない。 

・活動5-1の「coaching」を「mentoring」に修正。前者は上下関係があり、後者は共に働くという

印象があるため。南部スーダンでは後者が受け入れやすい。ただし、日本では前者の言葉が浸

透している。 

2．その他 

・中央エクアトリア州の州保健局との協議の許可及びそのアポイントメントを依頼する。 

・総合的な保健人材育成機関（Health Academy）の構築について、日本側に支援を打診してき

た。これに対して、団長より、そうした機関の整備は1援助機関ができるものではなく、多く

のドナーの資金力と技術力、学術的な支援が必要であり、全体構想がしっかりと練りあがった

ところで開始すべきであると回答。 

・小児病院の位置づけとして、同病院は州保健局と民間からの支援を受けており、保健省の管轄

ではない。管轄機関である州保健局が今後どうしたいのか明確にすべきである。 
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３．現地収集資料リスト 
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４．PDM、PO（案） 
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５．討議議事録（R/D） 
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